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平成 25 年 2 月 26 日 
 

欧欧米米株株式式市市場場のの動動向向ににつついいてて  
 

【イタリア総選挙の結果を警戒】 

2 月 25 日（現地時間）の欧米株式市場は、イタリア総選挙が接戦となり、モンティ前政権が推し進めてい

る緊縮財政を含む財政改革の継続に不透明感が強まったことから、米国株式市場は下落し、S&P500 種株価

指数の騰落率は前日比-1.8％となりました（現地通貨ベース）。欧州株式市場については、イタリア国債入札が

順調に終了したことなどから、寄り付きから上昇していましたが、引けにかけてイタリア総選挙の出口調

査が徐々に明らかになると下落に転じ、ストックス・ヨーロッパ 600 指数の騰落率は前日比-0.06％となり

ました（現地通貨ベース）。 

2 月 24 日と 25 日の 2 日間にわたり行われたイタリア総選挙では、下院においてはモンティ路線を継続

すると見られるベルサニ氏が率いる中道左派連合が勝利しましたが、上院については緊縮財政に反対する

ベルルスコーニ氏が率いる中道右派連合や新興勢力が、予想以上に議席数を獲得しました。また、絶対多

数の議席を持つ政権がないことから再選挙の可能性も残る結果となりました。イタリア国民が緊縮財政に

対して否定的な姿勢を見せたことにより、今後の財政改革が難しくなるとの懸念に加え、イタリアの政治

的な混乱から、金融市場への悪影響も懸念され、今後は投資家のリスク回避姿勢が強まることが予想され

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【当面の株式市場の見通し】 

当面の欧米株式市場につきましては、イタリアの総選挙の結果を受け、短期的には調整する可能性が

あると考えます。欧州第 3 位の経済規模を持つイタリアで、緊縮財政および経済改革路線が後退する可

能性があり、欧州債務問題が再燃することが懸念されます。しかしながら、欧米の金融当局は金融緩和

的な政策を維持していることや、足元の欧米企業の堅調な業績などが下支えとなり、株式市場は徐々に

落ち着きを取り戻す展開になると考えます。 
以上 
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米S&P500種指数の推移
 (2012/2/1～2013/2/25）
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(出所)Bloombergデータから岡三ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ作成 (年/月/日）

ストックス・ヨーロッパ600指数の推移
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【投資信託のリスク】 

投資信託は、株式や公社債など値動きのある証券等（外貨建資産に投資する場合は為替リスクがあります。）に投資しますので、

基準価額は変動します。従って、投資元本が保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元本を割り

込むことがあります。投資信託は預貯金と異なります。投資信託財産に生じた損益は、すべて投資者の皆様に帰属します。 

【留意事項】 

・ 投資信託のお取引に関しては、金融商品取引法第 37 条の 6 の規定（いわゆるクーリングオフ）の適用はありません。 

・ 投資信託は預金商品や保険商品ではなく、預金保険、保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。また、登録金融

機関が取扱う投資信託は、投資者保護基金の対象とはなりません。 

・ 投資信託の収益分配は、各ファンドの分配方針に基づいて行われますが、必ず分配を行うものではなく、また、分配金の金

額も確定したものではありません。分配金は、預貯金の利息とは異なり、ファンドの純資産から支払われますので、分配金が

支払われると、その金額相当分、基準価額は下がります。分配金は、計算期間中に発生した収益を超えて支払われる場合が

あるため、分配金の水準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益率を示すものではありません。また、投資者の購入価

額によっては、分配金の一部または全部が、実質的には元本の一部払戻しに相当する場合があります。ファンド購入後の運

用状況により、分配金額より基準価額の値上がりが小さかった場合も同様です。 

【お客様にご負担いただく費用】 

  ■お客様が購入時に直接的に負担する費用 

  購 入 時 手 数 料 ： 購入価額×購入口数×上限 4.2％（税込み） 

■お客様が換金時に直接的に負担する費用 

  換 金 時 手 数 料 ： 公社債投信 1 万口当たり上限 105 円（税込み）  ※その他の投資信託にはありません 

  信託財産留保額： 換金時に適用される基準価額×0.5％以内 

■お客様が信託財産で間接的に負担する費用 

  運用管理費用（信託報酬）の実質的な負担： 純資産総額×実質上限年率 1.995％（税込み） 

※実質的な負担とは、ファンドの投資対象が投資信託証券の場合、その投資信託証券の信託報酬を含めた報酬のことをい

います。なお、実質的な運用管理費用（信託報酬）は目安であり、投資信託証券の実際の組入比率により変動します。 

  その他費用・手数料  監査費用： 純資産総額×上限年率 0.0126％ （税込み）  

※上記監査費用の他に、有価証券等の売買に係る売買委託手数料、投資信託財産に関する租税、信託事務の処理に要す

る諸費用、海外における資産の保管等に要する費用、受託会社の立替えた立替金の利息、借入金の利息等を投資信託

財産から間接的にご負担いただく場合があります。 

※監査費用を除くその他費用･手数料は、運用状況等により変動するため、事前に料率･上限額等を示すことはできません。 

●お客様にご負担いただく費用につきましては、運用状況等により変動する費用があることから、事前に合計金額若しくはその

上限額又はこれらの計算方法を示すことはできません。 

【岡三アセットマネジメント】 

   商   号：岡三アセットマネジメント株式会社 

   事業内容：投資運用業、投資助言・代理業及び第二種金融商品取引業 

   登   録：金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第 370 号 

   加入協会：一般社団法人 投資信託協会／一般社団法人 日本投資顧問業協会 

皆様の投資判断に関する留意事項 

上記のリスクや費用につきましては、一般的な投資信託を想定しております。各費用項目の料率は、委託会社である岡三

アセットマネジメント株式会社が運用するすべての公募投資信託のうち、最高の料率を記載しております。投資信託のリ

スクや費用は、個別の投資信託により異なりますので、ご投資をされる際には、事前に、個別の投資信託の「投資信託説

明書（交付目論見書）」の【投資リスク、手続 ・手数料等】をご確認ください。 


